
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数

介護福祉士 ① 33 33

人
人

％
■卒業者に占める就職者の割合

％

（平成 28

11 名 13 ％

■中退防止・中退者支援のための取組
個人面談による対応、カウンセリング、学生個人に対する学業支援など。学習支援では、苦手な科目に積極的に取り組み、学力の底上げを行っている。また、欠席が続いた
場合の家庭への連絡や保護者会などを通じて家庭と学校との連携を密にとっている。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　有
東京YMCA医療福祉奨学金（無利子貸与型、上限年間30万円、最終学年に進級した学生）

■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象
前年度の給付実績者数（１名）

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　有
特定非営利活動法人　専門学校等評価研究機構
平成19年度　URL：http:www.hyouka.or.jp/n-hkekka.cgi?num=66
平成24年度　URL：http:www.hyouka.or.jp/n-hkekka.cgi?num=33

平成28年4月1日時点において、在学者82名（平成28年4月1日入学者を含む）
平成29年3月31日時点において、在学者71名（平成29年3月31日卒業者を含む）

■中途退学の主な理由

体調不良、学業不振・進路変更。

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
URL： http://tokyo.ymca.ac.jp/ifs/

■就職率　　　　　　　　　： 97

平成29年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
担任による就職指導、学内で実習先の施設や既卒生の就職先
の担当者による現場の仕事内容・就職状況などに関するセミ
ナーを実施。
■卒業者数 33
■就職希望者数 32

■主な就職先、業界等（平成２８年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
病院（身障、精神、発達、老年期） （平成28年度卒業者に関する平成29年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当するか
記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

： 97
■その他

年度卒業者に関する

■就職者数 32 人

長期休み

■学年始：4月1日
■夏　 季：7月20日～8月31日
■冬　 季：12月21日～1月5日
■学年末：3月22日～4月9日

卒業・進級
条件

該当学年の必修科目および実習が修了していること。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 （例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

・災害復興支援ボランティア（石巻市）、国際協力街頭募金適時、担任や関連教員、カウンセリング専門家により、個別の
相談、カウンセリングなど状況に応じて対応。

■サークル活動： 無

学期制度
■前期：4月1日～9月30日
■後期：10月1日～3月31日 成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
科目の認定基準は、3分の2以上の出席と定期試験で6割以
上の点数をとること。評価はA～D。

160人 65名 0人 6人 11人 17人

0時間 370時間
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間 2076時間 900時間 350時間 456時間

認定年月日 平成26年3月31日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

教育・社会福祉 社会福祉専門課程 介護福祉科
平成6年文部科学省

告示第84号
無

学科の目的
生きるために他人の手を必要とする人々を直接支える介護福祉士には、専門知識や技術だけでなく、常に笑顔と優しさをもって人に接することのできる豊か
な人間性が求められます。カレッジスピリットの「互いに愛し合いなさい」に基づき、私たちが忘れてはならない優しさや思いやりをもった介護福祉士を養成す
る。

03-3645-7171
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人
東京YMCA学院

昭和56年5月8日
理事長

徳久　俊彦

〒135-0014
東京都江東区石島3番15号

（電話）

東京YMCA医療福祉専門
学校

平成8年2月23日 八尾　勝
〒186-0003
東京都国立市富士見台2-35-11

（電話） 042-577-5521

（別紙様式４）

平成29年10月1日
（前回公表年月日：平成28年9月1日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映した
内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、そ
れぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」
「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をいい
ます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の者、
留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職者
とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進学

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と同
時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的な学
修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。



種別

①②③

①③

①②③

③

介護実習Ⅰ

利用者、家族について知る。また、いろいろな種別の施設
があることを知る。多職種協働や関係機関との連携につい
て理解する。

至誠コミケアセンターデイサービ
ス、グループホーム豊かな里、高
齢者在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰくにたち苑、
八王子市障害者療育センター、青
梅市高齢者在宅ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ大洋
園、国立あおやぎ苑立川、他、計３
４施設。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
2年間の在学中に11週間の施設実習を行うほか、入学直後には施設見学実習、2年生進級直後に特別養護老人ホーム見
学などを、受け入れ施設と連携して実施している。
（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
学校で学んだ知識と技術を実習先で実践することにより、現場での即戦力となれるプロの介護福祉士を目指す。過去の実
習受け入れ状況・指導を鑑み、毎年学生の資質や希望などを考慮して選定を行い、依頼する。

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

教育課程編成委員会　開催回数　年2回

（開催日時）
第１回　平成29年8月22日　18：30～20：00
第２回　平成29年10月11日　18：30～20：00

八尾　勝
校長、東京都介護福祉士会理事、東京都専修
学校各種学校協会副会長

平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

白井　幸久
東京都介護福祉士会会長、群馬医療福祉大
学教授

平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
・学習の基礎固めがその後の学習への重要なポイントになることや、グループ学習による学生達自身の学習の深化につな
がるなどの提言を活かすべく、日常の指導を行っている。また、地域のニーズに合わせ活動できる人材づくりを意識した学
習内容を付加している。

中浦　俊一郎 作業療法学科長
平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

小檜山　修平 東京リハビリ訪問看護ステーション（卒業生）
平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

望月　太敦
東京都介護福祉士会理事、杉並区立重症心
身障害児通所施設わかば園長

平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

倉持　有希子 介護福祉科学科長
平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

三沢　幸史
東京都作業療法士会副会長、多摩丘陵病院リ
ハビリテーション科科長

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

業界の求める最新の知識技術や、これから必要となってくるトピックスの採用に関して、最先端の現場で活躍している方々
の意見に耳を傾け、実際の授業やカリキュラムに反映していくことが必要と考える。また、最近の本校の学生に適した教育
方法についての提言なども視野に入れ、本校の教育課程の編成に活かせるように心がける。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
教育課程編成委員会での指摘を学科定例会議およびカリキュラム編成の会議にて検討し、次年度以降のカリキュラムに反
映させる。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

平成29年5月1日現在

名　前 所　　　属 任期



介護実習Ⅱ

利用者の生活における必要な情報収集を行い、自立支援
の視点から、介護計画を立て、適切な介護が実践できる。

風の樹、ちょうふの里、多摩の里
むさしの園、白楽荘、救世軍恵泉
ホーム、草花苑、エンジェルコー
ト、南陽園、東大和ケアセンター、
鳳仙寮、立川介護老人保健施設
わかば、至誠特別養護老人ホー
ム、他、計２６施設。



※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
自己点検およびそれへの委員会からの客観性についての評価を基にし、取り組むべき課題を挙げる。それらの課題への
取り組結果を評価することで学校改善につながることが期待でき、さらに、次の段階の課題を発見することにも繋がる。
・委員会で指摘があった高校生への医療福祉分野の理解を深める活動の強化をすべく、高校ガイダンス、オープンキャン
パス等で、今後を踏まえて新しい内容を盛り込んでの介護体験を行った。具体的には、持ち上げない介護、介護ロボットの
説明、医療的ケアとは何か、なぜ介護が行うのか等である。また、人材育成に積極的に取り組んでいる役職の卒業生に介
護現場について話してもらう等、介護の良いイメージにつながるイベントを考え取り組んでいる。
・学生が学外の活動により積極的に参加することが必要との指摘を受けて、科目「学習支援演習」の中で、ボランティアやイ
ベント（介護福祉士として現場で働いている人向けの講座も含む）に参加する意義について、映像や卒業生の声などを通し
て理解を深めるようにした。その後、毎回の授業の中で、学生にボランティアやイベントの紹介をしている。その結果、ボラ
ンティアに関心を持って参加する学生が増えてきた。入学時から取り組むよう委員会で指摘を受けたこともあり、今年度は1
年生の4月下旬から取り組んでいる。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　平成29年5月1日現在

（９）法令等の遵守 法令・基準の遵守、個人情報保護、教育情報と評価の公表
（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献、地域貢献、ボランティア活動
（１１）国際交流 （10）に準ずる。

（６）教育環境 施設・設備、学外実習、インターンシップなど、防災・安全管理
（７）学生の受入れ募集 学生募集活動、入学選考、学納金
（８）財務 財務情報、財務基盤、予算計画

（３）教育活動 目標の設定、教育方法・評価、成績・単位認定、資格・免許指導体制、
（４）学修成果 就職率、資格・免許の取得率、卒業生の社会的評価
（５）学生支援 就職等進路、中途退学への対応、学生相談、学生生活、保護者との

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 学校の理念、教育目標
（２）学校運営 運営方針、事業計画、運営組織、人事・給与制度、意思決定・情報シ

②指導力の修得・向上のための研修等
定例学科会議でのケーススタディー。

・2017年9月29日　日本介護福祉士養成施設協会関東甲信越ブロック教員研修会　「望まれる日本の高齢者福祉と新たな
介護教育の在り方」　参加者：倉持有希子、八尾勝、村上剛

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
教育目標に沿った取り組みの達成状況を評価し、学校運営を継続的に改善してゆく事ができるように計画する。また、その
プロセスと結果を公表する。さらに、自己点検評価の客観性について評価し、その結果も公表することによって、地域・業界
などにより透明性を高めた情報提供をする。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

専任教員は担当授業の質の向上を目的として、週に１日、臨床現場、教育現場、行政現場などで活動をすることができる
規定を設け、自己研鑽を促している。フェリス女学院大学ボランティアセンターにて大学と地域の福祉施設やNPO団体など
のつながりを通じて、地域のボランティアニーズの理解や学生へのボランティア相談、相互マッチングについてのノウハウを
学んだ。

②指導力の修得・向上のための研修等
定例学科会議での意見交換、具体的な例をもとにした指導力向上のためのケーススタディーなどを実施。介護福祉士養成
施設協会が行う研修会やその他学会などにおいて「指導力向上」の分科会などに参加する機会がある。
・2016年9月15日　日本介護福祉士養成施設協会関東甲信越ブロック教員研修会　「介護福祉教育における理論と実践の
統合～介護課程とICF～」　参加者：品川智則、寺口博貴、渡邉義明、吉田真衣、伊藤寛

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

専任教員は週に１日各種現場にて研修活動を行う制度がある他、介護福祉現場の職員対象の研修の講師を務める。その
ことにより、施設現場などでの介護実態を把握し、教育に活かしている。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
教職員に現在就いている職、または将来就くことが予測される職の職務と責任の遂行に必要な知識、技能などを習得さ
せ、その他その遂行に必要な能力、資質などを向上させるために実施することを基本とする。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等



種別

所属先における
職位の高さ、学
生の就職先とし
ての関係、卒業
生（介護福祉科）

所属先における
職位の高さ、学
生の就職先とし
ての関係、卒業
生（作業療法学
科）

高等学校
関係者

学識経験
者

（１１）その他 その他の項目
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法
URL:　http://tokyo.ymca.ac.jp/

（８）学校の財務 情報公開
（９）学校評価 情報公開
（１０）国際連携の状況 本校を含むYMCA全般についての情報提供

（５）様々な教育活動・教育環境 カリキュラム、実習
（６）学生の生活支援 学生生活
（７）学生納付金・修学支援 学費について、学費支援について

（２）各学科等の教育 カリキュラム、実習
（３）教職員 学校長挨拶、教員紹介
（４）キャリア教育・実践的職業教育 就職サポート、就職説明会、就職実績

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

広くホームページにて情報を公開する。
また、実習連携の企業などとは、各年度の学生の様子、本校の教育の基本方針などの情報を提供し、学校関係者と本校
の教育活動の共有を促す。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 理念、学校概要

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ：　平成29年12月）
URL:　http://tokyo.ymca.ac.jp/

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

山野　晴雄 多摩地区高等学校進路指導協議会顧問

平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

吉野　たけし 二葉ファッションアカデミー校長

平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

小泉　昌広 医療法人社団陽和会コートローレル介護長

平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

永井　純 北原国際病院病院事務長、作業療法士

平成29年4月1日～平
成30年3月31日（1年）

名　前 所　　　属 任期



必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
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任

兼
　
　
任

○
人間の尊厳と

自立
人間の尊厳と自立、介護における尊厳の保
持・自立支援全体像を理解する。

１
前

30 ○ ○ ○

○
人間関係とｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

介護実践のために必要な人間の理解や他者
への情報伝達に必要なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力を養
う。

１
前

30 ○ ○ ○

○ 社会の理解Ⅰ
介護実践に必要な知識という観点から、社
会保障の制度、施策についての基礎的な知
識を養う。

１
前

30 ○ ○ ○

○ 社会の理解Ⅱ
介護保険や障害者自立支援法を中心に、基
礎的な知識を養う。

１
後

30 ○ ○ ○

○ 手話

聴覚障害者の理解を深め、手話の基本を身
につける。昇格障害者の体験談を聞き、手
話で簡単な福祉に関する会話ができるよう
にする。

１
通

30 ○ ○ ○

○
家政学実習
（栄養・調

理）

バランスの良い食事とは何か。食べる人の
状況を考え、献立を作り、調理ができるよ
うにする。

２
通

40 ○ ○ ○

○ いのち演習
死をめぐっての「生」「いのち」について
考え、死生観を深める機会とする。

１
通

20 ○ ○ ○

○
就職実践演習

Ⅰ

福祉専門職として必要な職業観、就労観、
社会人としての基盤となる教養を身につけ
る。

１
後

30 ○ ○ ○

○
就職実践演習

Ⅱ
一人一人の学生が自分の将来を見据えて就
職活動ができるようになる。

２
前

30 ○ ○ ○

○
学習支援演習

Ⅰ

学習情報の提供、学習方法の提示、学校か
らの情報提供など総合的に学生を支援す
る。

１
通

60 ○ ○ ○

○
学習支援演習

Ⅱ
学生の学びへの意識を維持向上するための
学習支援を行う。

２
通

60 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（社会福祉専門課程　介護福祉科）平成29年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



○ 介護の基本Ⅰ
尊厳を支える介護、自立に向けた介護につ
いて理解する。

１
前

30 ○ ○ ○

○ 介護の基本Ⅱ
社会における介護問題を基に介護福祉士と
しての職業倫理について考える。

１
前

30 ○ ○ ○

○ 介護の基本Ⅲ
介護を必要とする人を、生活の観点から捉
えるための学習。

１
後

30 ○ ○ ○

○ 介護の基本Ⅳ
リスクマネジメント等、利用者の安全に配
慮した介護を実践する能力を養う。

１
後

30 ○ ○ ○

○ 介護の基本Ⅴ
リハビリテーションの考え方、実際を理解
し、他職種協働やケアマネジメントの仕組
みを理解する。

２
前

30 ○ ○ ○

○ 介護の基本Ⅵ
グループワークを行いながら、他職種連携
及び、地域との連携を理解する

２
後

30 ○ ○ ○

○
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ技

術Ⅰ
介護におけるコミュニケーションの基本を
学ぶ。

１
前

30 ○ ○ ○

○
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ技

術Ⅱ
利用者のみならず、家族に対する実践的な
コミュニケーション能力を養う。

２
前

30 ○ ○ ○

○

生活支援技技
術１（生活支

援）
適切な介護技術を用い援助できる知識を修
得する。

１
前

30 ○ ○ ○

○

生活支援技術
２（居住環

境）
安全で自立した快適な生活環境の諸条件と
その整備について学習する。

１
前

30 ○ ○ ○

○

生活支援技術
３

（移動）
演習を中心に、体位変換、車いすへの移乗
等の技術と知識を学習する。

１
前

30 ○ ○ ○

○

生活支援技術
４

（食事）
障害と生活文化を踏まえた食事介助ができ
るようにする。

１
後

30 ○ ○ ○

○

生活支援技術
５（身じた

く）
足浴、洗髪、衣服の着脱等を自立支援の観
点から介護実践できる能力を養う。

１
後

30 ○ ○ ○

○

生活支援技術
６

（排泄）

排泄に関する基本技術を学習した上で、障
害や生活の状況に合った介護を実践してい
く。

１
後

30 ○ ○ ○



○

生活支援技術
７

（入浴・清潔
保持）

自立に向けた清潔保持の方法と根拠を理解
し、実践できるようにする。

２
前

30 ○ ○ ○

○

生活支援技術
８

（家事）
家事の介助の技法を学び、自立に向けた家
事の介助の技法を学ぶ。

２
後

30 ○ ○ ○

○

生活支援技術
９

（睡眠）
睡眠障害に関する原因を理解し、アセスメ
ントに関する知識を深める。

２
前

30 △ ○ ○ ○

○

生活支援技術
１０

（終末期）

介護福祉士として遭遇するであろう、人生
における終末期の理解と看取りについて考
える。

２
後

30 △ ○ ○ ○

○ 介護過程Ⅰ
情報収集・分析・解釈に基づき介護内容の
方法を計画、実施、評価する一連の過程を
理解する。

１
前

30 ○ △ ○ ○

○ 介護過程Ⅱ
事例を提示して、利用者の状態・状況に応
じた介護過程の展開の実際。

１
後

30 ○ △ ○ ○

○ 介護過程Ⅲ
事例を提示して、利用者の状態・状況に応
じた介護過程の展開の実際。

１
後

30 ○ △ ○ ○

○ 介護過程Ⅳ
事例を提示して、利用者の状態・状況に応
じた介護過程の展開の実際。

２
通

60 ○ △ ○ ○

○
介護総合演習

Ⅰ
介護実習に向けての心構え、予備知識、動
機づけの準備を行う。

１
通

60 ○ ○

○
介護総合演習

Ⅱ
実習Ⅱの意義、介護課程の展開方法を学
ぶ。卒業研究作成と発表。

２
通

60 ○ ○

○ 介護実習Ⅰ
様々な利用者を知り、理解する。チームの
一員として介護福祉士の役割について理解
する。

１
通

208 ○ ○ ○ ○

○ 介護実習Ⅱ
利用者の生活を理解し、必要な情報を収集
し、実際に介護過程を展開する。

２
通

248 ○ ○ ○ ○

○
発達と老化の

理解Ⅰ

人間の成長と発達の基礎的理解、老年期の
発達、老化に伴うこころとからだの変化を
理解する

１
前

30 ○ ○ ○

○
発達と老化の

理解Ⅱ
高齢者の心理、高齢者に多い症状・病気に
ついて理解する。

１
後

30 ○ ○ ○



○
認知症の理解

Ⅰ
認知症に関する基礎的知識を習得する。

１
後

30 ○ ○ ○

○
認知症の理解

Ⅱ
認知症の方への適切な関わり方を習得し、
また必要とされる生活環境を理解する。

２
前

30 ○ ○ ○

○ 障害の理解Ⅰ
障害のある人の心や身体機能に関する基礎
的知識を習得する。

２
前

30 ○ ○ ○

○ 障害の理解Ⅱ
障害のある人の心や身体機能に関する基礎
的知識を習得する。

２
後

30 ○ ○ ○

○
こころとから
だのしくみⅠ

人間の基本的なこころのしくみ、からだの
しくみを理解する。

１
前

30 ○ ○ ○

○
こころとから
だのしくみⅡ

身支度における適切な技術と知識を身につ
ける。食べるために必要な身体と機能を学
習する。

１
後

30 ○ ○ ○

○
こころとから
だのしくみⅢ

入浴、清潔保持、排泄に関連する人体の構
造と機能を理解する。

１
後

30 ○ ○ ○

○
こころとから
だのしくみⅣ

睡眠と死にゆく人のこころとからだのしく
みを理解する。

２
前

30 ○ ○ ○

○
医療的ケアⅠ
（総論）

医療的ケアについて、安全かつ適時・適切
に行うための知識、技術を習得する学習と
する。

１
後

30 ○ △ ○ ○

○

医療的ケアⅡ
（高齢者およ
び障害児・者
の喀痰吸引）

高齢者および障害児・者への喀痰吸引につ
いて、安全・適切に実施できるよう、根拠
となる知識・技術を身につける。

２
前

30 ○ △ ○ ○

○

医療的ケアⅢ
（高齢者およ
び障害児・者
の経管栄養）

高齢者および障害児・者への経管栄養につ
いて、安全・適切に実施できるよう、実施
の根拠となる知識・技術を身につける。

２
後

30 ○ △ ○ ○

○

医療的ケアⅣ
（喀痰吸引演
習　経管栄養

演習）

医療的ケア（喀痰吸引、経管栄養）の授業
で学習した知識・技術を身につける。

２
後

30 ○ ○ △ ○

　　　51科目

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分 2期
１学期の授業期間 24週

（留意事項）

合計 2,076単位時間(      単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。


